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市役所の代表電話番号は　�０４２４－６４－１３１１です

　市の職員の給与は、給与条例や、これに
基づく規則等によって明らかにされていま
す。市民の皆さんに一層のご理解をいただ
くため、そのあらましを紹介します。　

◆職員課（田無庁舎�内線1243）
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（注）１ 「平均給与月額」とは給料に諸手当てを加えたものの平均月額
　　　２ 期末・勤勉手当ては含まない

(参考)12年度
人件費比率

人件費比率
Ｂ/Ａ人件費Ｂ実質収支歳出額Ａ住民基本台帳人口区分

２５.６％２２.１％
千円

１３，０６５，１９２
千円

２，２０２，８３４ 
千円

５９，２１０，８７６
平成１４年３月３１日現在
１８１，３００人

１３年度

１人当たり給
与費　Ｂ/Ａ

給　　　与　　　費職員数
Ａ区　分

計　　Ｂ期末・勤勉手当職員手当給　料
千円

７，５９６
千円

９，０９２，４９４
千円

２，４３３，９１０
千円

１，３８２，２６３
千円

５，２７６，３２１
１，１９７人
（１９人）１４年度

技　能　労　務　職一　般　行　政　職
区　分

平均年齢平均給与
月 額

平均給料
月 額平均年齢平均給与

月 額
平均給料
月 額

４５歳３月４３２，７００円３６２，２００円４４歳４月４９４,８００円３８１，６００円西東京市

４７歳５月４４９，８２１円３４７，１２０円４３歳２月４８４，２７３円３６８,２７５円東 京 都

国東　京　都西東京市

区　　分 採用２年経
過日給料額初　任　給採用２年経

過日給料額初　任　給採用２年経
過日給料額初　任　給

１５１，８００円１４１，９００円１５６，１００円１４４，９００円１５６，１００円１４４，９００円高校卒

（1）　人件費の状況（普通会計決算）　　　　　　　　　　 （２）　職員給与の状況（普通会計予算）

（３）　職員の平均給料月額、平均給与　
　　　月額および平均年齢の状況　　　　  　　（平成１４年４月１日現在）（４）　職員の初任給の状況 ��������������� （平成１４年４月１日現在）

（注）１　職員手当には、退職手当は含まれない。　２　給与費は当初予算に計上された額
　　　３ （　）内は、再任用短時間職員　

国西東京市区分

勤勉手当期末手当
（１３年度支給割合）

　勤勉手当　期末手当
（１３年度支給割合）

期末手当
勤勉手当

０.６０月分１.４５月分６月期０.４５月分　１.６０月分６月期
０.５５月分１.５５月分１２月期０.４５月分　１.７０月分１２月期
ー０.５５月分３月期ー　　０.５月分３月期

１.１５月分３.５５月分計０.９０月分　３.８０月分計

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

勧奨・定年自己都合（支給率）勧奨・定年　自己都合（支給率）

退職手当

２８.８７５月分２１.００月分勤続２０年３８.００月分２４.２５月分勤続２０年
４４.５５月分３３.７５月分勤続２５年５０.００月分３２.５０月分勤続２５年
６２.７０月分４７.５０月分勤続３５年６２.７０月分４９.７５月分勤続３５年
６２.７０月分６０.００月分最高限度額６２.７０月分５０.００月分最高限度額

その他の加算措置　定年前早期退職特例措置その他の加算措置　定年前早期退職特例措置
  （２％～２０％加算）　（２％～２０％加算）

　１号給　退職時昇給　１号～２号給退職時昇給

全市域支 給 対 象 地 域
（　

年
４
月
１
日
現
在
）

１４

　

調

整

手

当　

１１％支 給 率

１，３１７人支 給 対 象 職 員 数

１０％国 の 制 度（ 支 給 率 ）

４８３，５７１円支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 年 額

国の制度と異なる内容国の制度
との異同内　　　容

配偶者　　　　　　　　　　　　１６，０００円
配偶者のいない第１子　　　　　　１１，０００円
　　　　２人まで（配偶者扶養）　　　６，０００円
　　　　　　　３人以降　　　　　　３，０００円
特定期間の加算　　　　　　　　　５，０００円異

な
る

配偶者　　　　　　　　　　　　１７，５００円
配偶者のいない第１子　　　　　１７，５００円
　　　　　　　２人まで　　　　　５，５００円
　　　　　　　３人以降　　　　　３，０００円
特定期間の加算　　　　　　　　　４，０００円

扶 養
手 当

賃貸住宅　支給限度額　　　　　２７，０００円
自　　宅　　　　　　　　　　　１，０００円

世帯主およびこれに準ずるもの　　　　
　扶養あり　　　　　　　　　　９，０００円
　扶養なし　　　　　　　　　　８，５００円

住 居
手 当

交通機関　支給限度額　　　　　５０，０００円交通機関　支給限度額　　　　　４５，５００円
交通用具　通勤距離に応じて支給

通 勤
手 当

給料月額等区分

(１３年度支給割合）
　６月期　２.０５　月分
１２月期　２.６５  月分期

末
手
当

９６５，０００円
８３１，０００円
７７１，０００円
６９５，０００円

給

料

市 長
助 役
収 入 役
常勤監査委員 　計　　４.７  　月分

５７６，０００円
５３０，０００円
４９５，０００円

報

酬

議 長
副 議 長
議 員

(13年度支給割合）
　６月期　２.０５　月分
１２月期　２.６５  月分
　計　　４.７  　月分

（９）　特別職の報酬等の状況　（８）　職員手当の状況　

主な増減理由
対前年
増減数

職員数区　分

１４
年度

１３
年度部　　門

派遣不補充▲１１６１７議 会

一
般
行
政
部
門

派遣・退職不補充等▲９２２６２３５総 務

事務見直し▲１８１８２税 務

シルバー人材センターへ派遣３５２労 働

 ４４農 水

２２商 工

事務見直し１８３８２土 木

学童クラブ嘱託員化▲１４６３４６４民 生

退職者不補充等▲８１１２１２０衛 生

▲16９９２１,００８小 計

退職者不補充等▲７２０４２１１教 育政
部
門

特
別
行 ▲７２０４２１１小 計

退職者不補充等▲１１７１８下 水 道会
計
部
門

公
営
企
業

　　　�▲２１０５１０７そ の 他

▲３１２２１２５小 計

▲２６１,３１８１,３４４合　　　計

（注）　職員数は、一般職に属する職員数で、臨時または非常勤職員を
除く。

(10）　部門別職員数の状況と主な増減理由

西東京市
区　　　分特

殊
勤
務
手
当（　

年
度
）

１３

全職種

１，１５２円支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額

７％職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合

４手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

犬猫等死体処理手当
支 給 額 の 多 い 手 当

代 表 的 な 手 当 の 名 称
支給対象職員の多い手当

千円
３６４，１０９

支 給 総 額（　

年
度
）

１３

時
間
外
勤
務
手
当

千円
２７６

職員１人当たり
支 給 年 額

（１１）　定員適正化計画
　数値目標は、１０年間（平成１２年４月１日を基準）で、２１８人の削減を
目標として取り組み、毎年、向う３年間を目標とした計画を策定する
（平成１４年度については策定中）。

計１　級２　級３　級４　級５　級６　級７　級８　級９　級区　分

主　　事主 任係 長・
主 査

課長補佐
・副主幹

課長・
主 幹

部次長・
副参与

部長・
参 与

標準的な
職務内容

７３８人
(１７人)６人１０人２１０人

(１２人)
１９２人
（５人）１９８人２２人６６人１４人２０人職員数

１００％
（１００％）０.８％１.４％２８.５％

（７０.６％）
２３.３％
（２９.４％）２７.０％３.０％８.９％１.９％２.７％構成比

１００％０.１％０.５％３１.８％２３.１％２６.８％２.６％９.３％２.４％３.４％１年前
構成比

（６）　一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　（平成１４年４月１日現在）

（７）　昇給期間短縮の状況

　田無市の構成比（４月１日現在）

参　
　
　
　
　

考

計主　事主　事係長・主査部長・課長標準的な職務内容

１００％２.３％２９.０％５５.８％１２.９％５ 年 前

　保谷市の構成比（４月１日現在）

計主事補
技師補

主　事
技　師

係　長
（相当）職

課長補佐
（相当）職

課　長
（相当）職

部　長
（相当）職標準的な職務内容

１００％４.１％６０.７％２１.６％１.９％９.１％２.６％５ 年 前

技能労務職一般行政職合　　　計区　　　　分

２１５人７６２人９７７人職員数（Ａ）
西
東
京
市

　

年
度

１３
０人０人０人普通昇給期間（１２月～２４月）を

短縮して昇給した職員数（Ｂ）

０％０％０％比率（Ｂ）／（Ａ）

（注）田無市・保谷市
の標準的な職務内容
における区分は、各
等級・各級の区分

※（　）内は、再任用短時間職員　

技能労務職一般行政職合　　　計区　　　　分
９６人３４２人４３８人職員数（Ａ）

田
無
市　

年
度

１２

１人２０人２１人普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１.０％５.８％４.８％比率（Ｂ）／（Ａ）

１３３人４４３人５７６人職員数（Ａ）
保
谷
市

１６人６１人７７人普通昇給期間（１２月～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

１２.０％１３.８％１３.４％比率（Ｂ）／（Ａ）

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合の採用後の年数をいう。中途採用者については採用以前の前歴を換算し、加味したもの。
　　　経験年数に該当職員がない場合、その階層に加えて近似の階層も含み平均を算出。技能労務職の大学卒は、小人数のため、表示しない。

経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年区　　分

３８８，７００円３４１，０３３円２８６，５０９円大学卒
一般行政職

３４５，１１３円３０２，１３３円２５０，４００円高校卒

（５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額状況　 　（平成1４年４月１日現在）

経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年区　　分

３３８，３３３円３０３，５２０円２４８，２８０円高校卒技能労務職


